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平成２２年９月２９日 

病院等における必要医師数実態調査の概要 

 

Ⅰ 病院等における必要医師数実態調査について  

 

１．調査の目的 

本調査は、全国統一的な方法により各医療機関が必要と考えている医師数の調査を行うことで、

地域別･診療科別必要医師数の実態、求人理由や求人方法の傾向、求人しているにもかかわらず

充足しない理由、短時間正規雇用の導入状況等を把握し、医師確保対策を一層効果的に推進して

いくための基礎資料を得ることを目的としたものであり、厚生労働省が実施した調査としては初めて

のものである。 

なお、本調査の結果は、医療機関から提出された人数をそのまま集計したものである。 

 

２．調査の期日 

平成２２年６月１日現在 

 

３．調査の対象 

全国の病院及び分娩取扱い診療所（１０，２６２施設） 

 

４．回収の状況 
調査対象医療機関は、病院８，６８３施設、分娩取扱い診療所１，５７９施設の計１０，２６２施設であ

り、調査票提出医療機関は、病院７，６８７施設、分娩取扱い診療所１，０１１施設の計８，６９８施設で

あった。 

回収率は、病院８８．５％、分娩取扱い診療所６４．０％の合計で８４．８％であった。 

 調査対象医療機関数 Ａ 調査票提出医療機関数 Ｂ 回収率 Ｂ/ Ａ 

 病院 ８，６８３施設 ７，６８７施設 ８８．５％ 
 分娩取扱い診療所 １，５７９施設 １，０１１施設 ６４．０％ 

計 １０，２６２施設 ８，６９８施設 ８４．８％ 

 

５．用語の定義 

用  語 定   義 

勤務形態  

 

 

 

 

 

 

 

 

正規雇用 
１日の所定労働時間が８時間程度で週５日勤務を基本（いわゆるフルタ

イム）とし、期間の定めのない労働契約を締結している場合の勤務形態 

短時間正規雇用 

正規雇用の医師に比し、その所定労働時間が短いものの時間当たりの

基本給及び賞与･退職金等の換算方法等が正規雇用の医師と同等で、

期間の定めのない労働契約を締結している場合の勤務形態 

非常勤 

正規雇用、短時間正規雇用以外の勤務形態 

  ※ 非常勤は、週当たり延べ勤務時間数を４０時間で除して常勤換算し

ている 

 

現員医師数  

 

調査時点において、医療機関に従事している正規雇用医師数、短時間

正規雇用医師数、非常勤医師の常勤換算数を合計した医師数 

 ※ 医療法にいう臨床研修を受けている医師（初期臨床研修医） は除く 
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必要医師数 

 

地域医療において、現在、医療機関が担うべき診療機能を維持するた

めに確保しなければならない医師数 

※ 初期臨床研修医は調査の対象外 

 

 

 

 

必要求人
必要医師数のうち、調査時点において、求人しているにもかかわらず充

足されていない医師数 
医師数 

必要非求人 必要医師数のうち、調査時点において、求人していない医師数 医師数 

 
 
Ⅱ 調査の結果 
 

１．現員医師数の状況について 

調査票の提出のあった医療機関の現員医師数は１６７，０６３人で、勤務形態別の内訳は正規雇

用１３２，９３７人、短時間正規雇用３，５３２人、非常勤３０，５９４人であった。 

現員医師数に対する短時間正規雇用医師の割合は２．１％であった。 

女性医師については、 

  ・女性医師は２９，１２９人で、現員医師数に対する割合は１７．４％、 

  ・短時間正規雇用医師のうち女性医師は１，２８６人で短時間正規雇用医師数に対する割合は 

   ３６．４％であった。 

また、分娩取扱い医師（再掲）は７，３１２人で、勤務形態別の内訳は正規雇用５，９８８人、短時間

正規雇用２０１人、非常勤１，１２３人であった。 

なお、現員医師数に初期臨床研修医は含めていない。初期臨床研修医は全国に約１５，０００人

程度おり、毎年約７，６００人程度が研修を終えて医療現場に従事している。 

 
単位：人 

 

 

現員医師数  

Ａ＝Ｂ＋Ｃ＋Ｄ 正規雇用 Ｂ 短時間正規雇用Ｃ 非常勤 Ｄ 

現員医師数 １６７，０６３ １３２，９３７ ３，５３２ ３０，５９４ 

 うち女性医師 ２９，１２９ ２０，７９２ １，２８６ ７，０５１ 

 女性医師の割合 １７．４％ １５．６％ ３６．４％ ２３．０％ 

 

   
  
 
 
 
 
 

79.6%

2.1% 18.3%

現員医師数

正規雇用

短時間正規雇用

非常勤 71.4%

4.4%

24.2%

現員医師数(女性医師)

正規雇用

短時間正規雇用

非常勤
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【分娩取扱い医師（再掲）】 
単位：人 

 

 

現員医師数 

Ａ＝Ｂ＋Ｃ＋Ｄ 正規雇用 Ｂ 短時間正規雇用Ｃ 非常勤 Ｄ 

現員医師数 ７，３１２ ５，９８８ ２０１ １，１２３ 

 うち女性医師 ２，４０７ １，６４６ １０７ ６５４ 

 女性医師の割合 ３２．９％ ２７．５％ ５３．２％ ５８．３％ 

 

  
 

 
２．必要医師数の状況について 

（１）必要医師数（総数） 

必要求人医師数は、１８，２８８人であり、現員医師数と必要求人医師数の合計数は、現員医師数

の１．１１倍であった。また、調査時点において求人していないが、医療機関が必要と考えている必

要非求人

分娩取扱い医師（再掲）の必要

医師数を含めた必要医師数は、２４，０３３人であり、現員医師数と必要医師数の合計数

は、現員医師数の１．１４倍であった。 

求人医師数は、７９６人であり、現員医師数と必要求人医師数の

合計数は、現員医師数の１．１１倍であった。また、調査時点において求人していないが、医療機関

が必要と考えている必要非求人

単位：人、倍 

医師数を含めた必要医師数は、１，１２４人であり、現員医師数と必

要医師数の合計数は、現員医師数の１．１５倍であった。（以下の倍率は、すべて「現員医師数に対

する倍率」である） 

区 分 現員医師数Ａ 必要求人

 

医師数Ｂ 

（参考） 

必要医師数Ｃ 

 

 

倍率 

(A＋Ｂ)/A 

倍率 

(A＋C)/A 

正規雇用 １３２，９３７ １６，４８８ １．１２ ２１，５８８ １．１６ 
短時間正規雇用 ３，５３２ ６１７ １．１７ ８１７ １．２３ 

非常勤 ３０，５９４ １，１８３ １．０４ １，６２８ １．０５ 

計 １６７，０６３ １８，２８８ １．１１ ２４，０３３ １．１４ 

 

 

81.9%

2.7% 15.4%

現員医師数(分娩取扱い医師 )

正規雇用

短時間正規雇用

非常勤

68.4%
4.4%

27.2%

現員医師数（分娩取扱い医師 ）

（女性医師）

正規雇用

短時間正規雇用

非常勤

1.11 1.12
1.17

1.04

1.14 1.16
1.23

1.05

1.00
1.05
1.10
1.15
1.20
1.25
1.30

全体 正規雇用 短時間正規雇用 非常勤

現員医師数に対する倍率／勤務形態別

必要求人医師数 必要医師数

（倍）



4 
 

【分娩取扱い医師（再掲）】 
単位：人、倍 

区 分 現員医師数Ａ 必要求人

 

医師数Ｂ 

（参考）   

必要医師数Ｃ 

 

 

倍率 

(A＋Ｂ)/A 
倍率 

(A＋C)/A 

正規雇用 ５，９８８ ６８３ １．１１ ９４４ １．１６ 

短時間正規雇用 ２０１ ４１ １．２０ ６４ １．３２ 

非常勤 １，１２３ ７２ １．０６ １１６ １．１０ 

計 ７，３１２ ７９６ １．１１ １，１２４ １．１５ 

 
単位：人、倍 

 
 
（２）必要医師数(都道府県別) 

必要求人医師数と現員医師数の合計数の現員医師数に対する倍率が高い都道府県は、島根

県１．２４倍、岩手県１．２３倍、青森県１．２２倍であった。 

また、調査時点において求人していないが、医療機関が必要と考えている必要非求人医師数を

含めた必要医師数と現員医師数の合計数の現員医師数に対する倍率が高い都道府県は、岩手県

１．４０倍、青森県１．３２倍、山梨県１．２９倍であった。 
（単位：人、倍）

必要求人医師数 B

倍率
(A+B)/A

倍率
(A+C)/A

北海道 7,567 785 1.10 1,007 1.13

青森県 1,520 335 1.22 484 1.32

岩手県 1,600 365 1.23 640 1.40

宮城県 2,408 267 1.11 360 1.15

秋田県 1,482 247 1.17 302 1.20

山形県 1,513 310 1.20 360 1.24

福島県 2,397 510 1.21 555 1.23

茨城県 3,292 440 1.13 492 1.15

栃木県 2,836 250 1.09 486 1.17

群馬県 2,490 393 1.16 469 1.19

現員医師数 A都道府県

（参考）　必要医師数 C

1.11 1.11 

1.20 

1.06 

1.15 1.16 

1.32 

1.10 

1.00 

1.05 

1.10 

1.15 

1.20 

1.25 

1.30 

1.35 

全体 正規雇用 短時間正規雇用 非常勤

現員医師数に対する倍率／勤務形態別＊分娩取扱い医師［再掲］

必要求人医師数 必要医師数

（倍）



5 
 

必要求人医師数 B

倍率
(A+B)/A

倍率
(A+C)/A

埼玉県 6,757 571 1.08 705 1.10

千葉県 6,812 639 1.09 803 1.12

東京都 20,161 976 1.05 1,656 1.08

神奈川県 7,527 575 1.08 716 1.10

新潟県 2,698 473 1.18 591 1.22

山梨県 1,047 167 1.16 302 1.29

長野県 2,718 399 1.15 485 1.18

富山県 1,736 222 1.13 291 1.17

石川県 2,119 192 1.09 235 1.11

岐阜県 2,314 493 1.21 559 1.24

静岡県 4,149 701 1.17 861 1.21

愛知県 8,267 727 1.09 928 1.11

三重県 1,982 312 1.16 400 1.20

福井県 1,233 155 1.13 224 1.18

滋賀県 1,892 334 1.18 407 1.22

京都府 4,260 435 1.10 490 1.12

大阪府 13,008 982 1.08 1,219 1.09

兵庫県 7,393 820 1.11 986 1.13

奈良県 2,115 251 1.12 347 1.16

和歌山県 1,812 239 1.13 278 1.15

鳥取県 1,037 170 1.16 199 1.19

島根県 1,133 274 1.24 320 1.28

岡山県 3,358 331 1.10 419 1.12

広島県 3,971 461 1.12 607 1.15

山口県 2,132 260 1.12 307 1.14

徳島県 1,268 203 1.16 280 1.22

香川県 1,637 213 1.13 313 1.19

愛媛県 2,128 305 1.14 370 1.17

高知県 1,501 263 1.18 361 1.24

福岡県 7,976 527 1.07 843 1.11

佐賀県 1,378 119 1.09 167 1.12

長崎県 1,944 170 1.09 229 1.12

熊本県 2,839 289 1.10 356 1.13

大分県 1,812 253 1.14 473 1.26

宮崎県 1,566 235 1.15 283 1.18

鹿児島県 2,483 352 1.14 526 1.21

沖縄県 1,776 277 1.16 323 1.18

計 167,063 18,288 1.11 24,033 1.14

現員医師数 A都道府県

（参考） 必要医師数 C
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【分娩取扱い医師（再掲）】 

分娩取扱い医師（再掲）に係る必要求人医師数と現員医師数の合計数の現員医師数に対する倍

率の高い都道府県は、岐阜県１．２９倍、島根県１．２５倍、青森県１．２４倍であった。 

また、調査時点において求人していないが、医療機関が必要と考えている必要非求人医師数を

含めた必要医師数と現員医師数の合計数の現員医師数に対する倍率の高い都道府県は、山梨県

１．５９倍、高知県１．５５倍、青森県１．３４倍であった。 

 

（単位：人、倍）

必要求人
医師数 B （参考） 必要医師数 C

倍率（A＋B）/A 倍率（A＋C）/A

北海道 252 33 1.13 41 1.16

青森県 71 17 1.24 24 1.34

岩手県 98 17 1.17 25 1.26

宮城県 79 12 1.15 14 1.18

秋田県 69 4 1.06 5 1.07

山形県 81 4 1.05 5 1.06

現員
医師数 A都道府県

 

1.00 

1.05 

1.10 

1.15 

1.20 

1.25 

1.30 

北
海
道

青
森
県

岩
手
県

宮
城
県

秋
田
県

山
形
県

福
島
県

茨
城
県

栃
木
県

群
馬
県

埼
玉
県

千
葉
県

東
京
都

神
奈
川
県

新
潟
県

山
梨
県

長
野
県

富
山
県

石
川
県

岐
阜
県

静
岡
県

愛
知
県

三
重
県

福
井
県

滋
賀
県

京
都
府

大
阪
府

兵
庫
県

奈
良
県

和
歌
山
県

鳥
取
県

島
根
県

岡
山
県

広
島
県

山
口
県

徳
島
県

香
川
県

愛
媛
県

高
知
県

福
岡
県

佐
賀
県

長
崎
県

熊
本
県

大
分
県

宮
崎
県

鹿
児
島
県

沖
縄
県

現員医師数に対する倍率（必要求人医師数）/都道府県別
（倍）

1.00 
1.05 
1.10 
1.15 
1.20 
1.25 
1.30 
1.35 
1.40 
1.45 

北
海
道

青
森
県

岩
手
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宮
城
県

秋
田
県

山
形
県

福
島
県

茨
城
県

栃
木
県

群
馬
県

埼
玉
県

千
葉
県

東
京
都
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奈
川
県

新
潟
県

山
梨
県

長
野
県

富
山
県

石
川
県

岐
阜
県

静
岡
県

愛
知
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福
井
県

滋
賀
県

京
都
府

大
阪
府

兵
庫
県

奈
良
県

和
歌
山
県

鳥
取
県

島
根
県

岡
山
県

広
島
県

山
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県

徳
島
県
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川
県
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媛
県

高
知
県

福
岡
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佐
賀
県

長
崎
県

熊
本
県

大
分
県

宮
崎
県

鹿
児
島
県

沖
縄
県

（参考） 現員医師数に対する倍率（必要医師数）/都道府県別
（倍）

平均値 

平均値 
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必要求人
医師数 B （参考） 必要医師数 C

倍率（A＋B）/A 倍率（A＋C）/A

福島県 119 26 1.22 32 1.27

茨城県 169 19 1.11 26 1.15

栃木県 153 10 1.07 24 1.16

群馬県 129 11 1.09 15 1.12

埼玉県 297 43 1.14 58 1.20

千葉県 412 37 1.09 49 1.12

東京都 787 45 1.06 66 1.08

神奈川県 321 20 1.06 22 1.07

新潟県 105 4 1.04 5 1.05

山梨県 46 6 1.13 27 1.59

長野県 140 18 1.13 24 1.17

富山県 82 9 1.11 16 1.20

石川県 85 8 1.09 13 1.15

岐阜県 131 38 1.29 42 1.32

静岡県 177 36 1.20 46 1.26

愛知県 486 49 1.10 74 1.15

三重県 84 17 1.20 26 1.31

福井県 59 3 1.05 4 1.07

滋賀県 80 13 1.16 16 1.20

京都府 164 27 1.16 30 1.18

大阪府 591 42 1.07 55 1.09

兵庫県 321 22 1.07 30 1.09

奈良県 99 21 1.21 30 1.30

和歌山県 63 4 1.06 6 1.10

鳥取県 51 4 1.08 6 1.12

島根県 52 13 1.25 15 1.29

岡山県 120 14 1.12 16 1.13

広島県 156 23 1.15 33 1.21

山口県 93 10 1.11 15 1.16

徳島県 41 9 1.22 11 1.27

香川県 72 15 1.21 18 1.25

愛媛県 102 14 1.14 23 1.23

高知県 29 6 1.21 16 1.55

福岡県 250 5 1.02 13 1.05

佐賀県 53 4 1.08 10 1.19

長崎県 65 0 1.00 0 1.00

熊本県 98 3 1.03 4 1.04

大分県 70 0 1.00 4 1.06

宮崎県 58 2 1.03 3 1.05

鹿児島県 121 16 1.13 28 1.23

沖縄県 110 26 1.24 30 1.27

計 7,312 796 1.11 1124 1.15

現員
医師数 A都道府県

 



8 
 

 
 

 

 
 
（３）必要医師数（診療科別） 

必要求人

１．１１倍であった。 

医師数と現員医師数の合計数の現員医師数に対する倍率が高い診療科は、リハビリ

科１．２３倍、救急科１．２１倍、呼吸器内科１．１６倍であった。なお、分娩取扱い医師（再掲）は、 

また、調査時点において求人していないが、医療機関が必要と考えている必要非求人

（単位：人、倍）

必要求人医師数 B （参考） 必要医師数 C

倍率

(A+B)/A

倍率

(A+C)/A

内科 27,558 3,284 1.12 3,975 1.14

呼吸器内科 4,002 660 1.16 801 1.20

循環器内科 8,261 873 1.11 1,077 1.13

消化器内科 7,690 853 1.11 1,065 1.14

　　

現員医師数 A

医師数を

含めた必要医師数と現員医師数の合計数の現員医師数に対する倍率が高い診療科は、リハビリ

科１．２９倍、救急科１．２８倍、産科１．２４倍であった。なお、分娩取扱い医師（再掲）は、１．１５倍

であった。
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必要求人医師数 B （参考） 必要医師数 C

倍率

(A+B)/A

倍率

(A+C)/A

腎臓内科 2,155 353 1.16 434 1.20

神経内科 3,528 550 1.16 712 1.20

糖尿病内科 1,898 276 1.15 348 1.18

血液内科 1,709 174 1.10 256 1.15

皮膚科 3,347 213 1.06 331 1.10

アレルギー科 258 9 1.03 24 1.09

リウマチ科 608 55 1.09 95 1.16

感染症内科 260 18 1.07 35 1.13

小児科 8,537 956 1.11 1,331 1.16

精神科 10,843 935 1.09 1,200 1.11

心療内科 341 43 1.13 67 1.20

外科 15,202 1,002 1.07 1,314 1.09

呼吸器外科 1,408 131 1.09 191 1.14

循環器外科 1,986 144 1.07 237 1.12

乳腺外科 714 73 1.10 103 1.14

気管食道外科 105 6 1.06 11 1.10

消化器外科 3,046 197 1.06 276 1.09

泌尿器科 4,790 461 1.10 616 1.13

肛門外科 228 8 1.04 21 1.09

脳神経外科 5,754 775 1.13 999 1.17

整形外科 12,373 1,598 1.13 1,963 1.16

形成外科 1,780 73 1.04 128 1.07

美容外科 59 2 1.03 5 1.08

眼科 4,621 451 1.10 660 1.14

耳鼻いんこう科 3,601 356 1.10 531 1.15

小児外科 726 32 1.04 55 1.08

産婦人科 7,450 946 1.13 1,339 1.18

産科 452 52 1.12 107 1.24

婦人科 1,084 86 1.08 130 1.12

リハビリ科 1,750 396 1.23 499 1.29

放射線科 5,101 449 1.09 614 1.12

麻酔科 7,421 921 1.12 1,204 1.16

病理診断科 1,283 162 1.13 259 1.20

臨床検査科 676 27 1.04 60 1.09

救急科 2,610 543 1.21 725 1.28

全科 1,829 128 1.07 216 1.12

合計 167,063 18,288 1.11 24,033 1.14

（再掲）分娩取扱い医師 7,312 796 1.11 1,124 1.15

現員医師数 A
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３．必要求人

（１）求人理由について（複数回答あり） 

医師の求人理由・求人方法について（複数回答あり） 

求人理由として多かったのは、「現員医師の負担軽減（入院又は外来患者数が多い）１１，７５７

件」、「退職医師の補充７，４１３件」、「現員医師の負担軽減（日直･宿直が多い）６，８６０件」であっ

た。 

 

求人理由 件数 
全件数に 

占める割合 

現員医師の負担軽減（入院又は外来患者数が多い） １１，７５７件 ２７.８％ 

退職医師の補充 ７，４１３件 １７.５％ 

現員医師の負担軽減（日直･宿直が多い） ６，８６０件 １６.２％ 
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求人理由 件数 
全件数に 

占める割合 

救急医療への対応 ５，９５３件 １４.１％ 

非常勤医師により滞りなく業務が進められているが 正規

雇用が望ましいと考えるため 
３，５４９件 ８.４％ 

外部機関からの派遣等から自己確保へ ３，５３９件 ８.４％ 

近々医師の退職が予定されているため １，２３８件 ２.９％ 

休診中の診療科の再開 ９６６件 ２.３％ 

休棟･休床している病棟･病床の再開 ９２８件 ２.２％ 

その他 １０２件 ０.２％ 

計 ４２，３０５件 １００．０％ 

その他（具体的理由）の回答として、「医師が高齢のため」、「医療法上の医師充足率の

アップのため」、「地域住民からの要望があるため」などがあった。 

 

（２）求人方法について（複数回答あり） 

求人方法として多かったのは、「大学（医局等）へ依頼１３，６９１件」、「インターネットへ掲載 

１１，６７６件」、「民間業者へ依頼９，２００件」であった。 

求人方法 件数 
全件数に 

占める割合 

大学（医局等）へ依頼 １３，６９１件 ２８.２％ 

インターネットへ掲載 １１，６７６件 ２４.１％ 

民間業者へ依頼 ９，２００件 １９.０％ 

個人的に依頼 ５，７６０件 １１.９％ 

医師会の医師バンク等へ登録 ２，４４６件 ５.０％ 

医学雑誌求人広告 ２，４１５件 ５.０％ 

都道府県へ依頼 ２，２５８件 ４.７％ 

都道府県ドクタープール制度の活用 ９４７件 ２.０％ 

その他 ８７件 ０.２％ 

計 ４８，４８０件 １００.０％ 

その他（具体的方法）の回答として、「全国自治体病院協議会への依頼」、「自治体との

連携」、「就職相談会への参加」などがあった。 

 

（３）医療機関の医師が充足されない背景などについて 

「求人しているにもかかわらず医師が充足されない背景」、「医師を求人しなければならなくなった

原因」について、自由記載の方式で質問したところ、回答は以下のとおりであった。 

①求人しているにもかかわらず医師が充足されない背景 

求人しているにもかかわらず医師が充足されない背景として多かったのは、「求人している
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診療科医師の絶対数が県内（地域内）で少ない４，２１２件」、「大学の医師派遣機能が低下し

ている２，２０７件」であった。 

求人しているにもかかわらず医師が充足されない背景 件数 
全件数に 

占める割合 

求人している診療科医師の絶対数が県内（地域内）で少ない ４，２１２件 ３８.０％ 

大学の医師派遣機能が低下している ２，２０７件 １９.９％ 

当院の勤務条件（当直や報酬等）と医師の希望との不一致 １，５４９件 １４.０％ 

立地条件に不利がある １，３９８件 １２.６％ 

求人に対する応募がない、又は少ない ４２７件 ３.８％ 

その他 １，２９５件 １１.７％ 

計 １１，０８８件 １００.０％ 

 

② 医師を求人しなければならなくなった原因 

医師を求人しなければならなくなった原因として多かったのは、「他の病院への転職 開業、

定年等による医師の退職（従前通りの体制を維持するために必要）３，６５０件」、「医師の引き

上げ等大学の医師派遣機能の低下による医師が減少（従前通りの体制を維持するために必

要）２，１３６件」であった。 

医師を求人しなければならなくなった原因 件数 
全件数に 

占める割合 

他の病院への転職、開業、定年等による医師の退職（従前通りの体

制を維持するために必要） 
３，６５０件 ３３.６％ 

医師の引き上げ等大学の医師派遣機能の低下による医師が減少（

従前通りの体制を維持するために必要） 
２，１３６件 １９.６％ 

患者数、手術数の増加等地域ニーズの増大に対応することが必要 １，９１２件 １７.６％ 

医師の勤務時間の短縮等勤務環境を改善することが必要 １，６８０件 １５.４％ 

非常勤医師から正規雇用医師に切り替えるため ２７５件 ２.５％ 

その他 １，２２５件 １１.３％ 

計 １０，８７８件 １００.０％ 

 

 

４．必要非求人

（１）必要理由について（複数回答あり） 

医師数の必要理由・求人していない理由について（複数回答あり） 

求人理由として多かったのは、「現員医師の負担軽減（入院又は外来患者数が多い）、 

３，２１７件」、「現員医師の負担軽減（日直･宿直が多い）２，１３３件」「救急医療への対応 

１，１９６件」であった。 

必要理由 件数 
全件数に 

占める割合 

現員医師の負担軽減（入院又は外来患者数が多い） ３，２１７件 ３２.３％ 
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必要理由 件数 
全件数に 

占める割合 

現員医師の負担軽減（日直･宿直が多い） ２，１３３件 ２１.４％ 

救急医療への対応 １，１９６件 １２.０％ 

退職医師の補充 ９５３件 ９.６％ 

非常勤医師により滞りなく業務が進められているが 正規

雇用が望ましいと考えるため 
９４９件 ９.５％ 

外部機関からの派遣等から自己確保へ ７５８件 ７.６％ 

近々医師の退職が予定されているため ３３１件 ３.３％ 

休診中の診療科の再開 ２１２件 ２.１％ 

休棟・休床している病棟・病床の再開 １３０件 １.３％ 

その他 ８６件 ０.９％ 

計 ９，９６５件 １００.０％ 

その他（具体的理由）の回答として、「医師が高齢のため」、「診療の充実のため」、

「育児休暇等への対応のため」などがあった。 

 

（２）求人していない理由（複数回答あり） 

求人していない理由として多かったのは、「具体的な求人計画は今後検討２，８６３件」、「求人し

ても確保が見込めない１，８３４件」であった。 

求人していない理由 件数 
全件数に 

占める割合 

具体的な求人計画は今後検討 ２，８６３件 ４７.５％ 

求人しても確保が見込めない １，８３４件 ３０.４％ 

経営的理由 １，２０５件 ２０.０％ 

その他 １２２件 ２.０％ 

計 ６，０２４件 １００.０％ 

その他（具体的理由）の回答として、「緊急性がない」、「縁故、知人で対応」などがあ

った。 

  
（３）必要非求人

必要

医師数の求人開始時期などについて 

非求人医師数の求人開始時期などについて自由記載の方式で質問したところ回答は多い

順に、「数年後に求人する予定６２件」、「大学からの派遣が困難４４件」であった。 

求人開始時期など 件数 
全件数に 

占める割合 

数年後に求人する予定 ６２件 １４.９％ 

大学からの派遣が困難 ４４件 １０.６％ 

５～10年後に正規雇用医師のほとんどが定年を迎えるの

で、それまでに医師を確保する予定 
２１件 ５.０％ 
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求人開始時期など 件数 
全件数に 

占める割合 

その他 ２９０件 ６９.５％ 

計 ４１７件 １００.０％ 

 

 

５．医療機関の医師確保対策について（複数回答あり） 

（１）現在、医療機関で行っている医師確保対策の取り組みについて 

現在、医療機関で行っている医師確保対策の取り組みとして多かったのは、「勤務手当（手術手

当、分娩手当などの労働基準法以外の手当）等の処遇改善３，３３９件」、「院内保育所の設置 

２，３７７件」、「医師事務補助者の設置２，２０７件」であった。 

現在、医療機関で行っている取り組み 件数 
全件数に 

占める割合 

勤務手当（手術手当、分娩手当などの労働基準法以外の

手当）等の処遇改善 
３，３３９件 ２４.９％ 

院内保育所の設置 ２，３７７件 １７.７％ 

医師事務補助者の設置 ２，２０７件 １６.４％ 

看護師等との業務分担見直しによる業務負担軽減 ２，１３２件 １５.９％ 

短時間正規雇用等弾力的な勤務形態の導入 １，８９２件 １４.１％ 

交替制勤務の実施 １，２２９件 ９.２％ 

その他 ２４５件 １.８％ 

計 １３，４２１件 １００.０％ 

その他（具体的理由）の回答として、「非常勤医師の確保等による正規雇用医師の土

日祝祭日の当直免除」、「研修費・研究費の支援（学会出席費用負担、研究日の付与

等）」、「医師住宅の確保」などがあった。 

 

（２）現時点では行っていないが、行えば効果が高いと考えられる取り組みについて 

現時点では行っていないが、行えば効果が高いと考えられる取り組みとして多かったのは、「医

師事務補助者の設置２，５４３件」、「勤務手当（手術手当、分娩手当などの労働基準法以外の手

当）等の処遇改善２，１６９件」、「短時間正規雇用等弾力的な勤務形態の導入１，９３４件」であっ

た。 

効果が高いと考えられる取り組み 件数 全件数に占める割合 

医師事務補助者の設置 ２，５４３件 ２２.９％ 

勤務手当（手術手当、分娩手当などの労働基準法以外の

手当）等の処遇改善 
２，１６９件 １９.５％ 

短時間正規雇用等弾力的な勤務形態の導入 １，９３４件 １７.４％ 

看護師等との業務分担見直しによる業務負担軽減 １，８０４件 １６.２％ 

交替制勤務の実施 １，４７３件 １３.３％ 
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効果が高いと考えられる取り組み 件数 全件数に占める割合 

院内保育所の設置 ９６５件 ８.７％ 

その他 ２２７件 ２.０％ 

計 １１，１１５件 １００.０％ 

その他（具体的理由）の回答として、「給与の処遇改善（年俸制の導入含む）」、「非常勤医師

の確保等による正規雇用医師の土日祝祭日の当直免除」、「研修費・研究費の支援（学会出

席費用負担、研究費の付与等）」などがあった。 
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医師確保対策の取り組み紹介 
 
 大和市立病院は、平成１７年には４７人の診療体制であったが、平成１９年度からの短時間正規雇

用等弾力的な勤務形態の導入、外勤当直(非常勤医師)の採用による正規雇用医師の当直回数の

減、等の取り組みにより、平成２２年には７１人の診療体制となった。 

 現在の求人は正規雇用の消化器内科医３名、神経内科医２名まで減っている。 

○医療機関名 大和市立病院 

○所 在 地 神奈川県大和市深見西８－３－６ 

○病 床 数 ４０３床（一般病床） 

○標榜診療科 ２４診療科 

○主な診療機能  がん特定病床９０床、ＳＣＵ６床、災害拠点病院、救急病院、臨床研修病院(基幹

型) 

○正規雇用医師の推移                               各年４月１日現在 

  Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２  

 

 

 

 

 

 

正規雇用医師  ４７人  ４９人  ５４人  ６１人  ６２人  ７１人 

  うち女性医師    ７人  １０人  １３人  １６人  １３人  １７人 

(再掲) 産科医    ４人    ２人   ４人   ３人   ２人   ６人 

(再掲) 小児科医    ３人    １人   ４人   ４人    ４人   ６人 

短時間正規雇用医師    －    －    －    １人    ２人    １人 

  うち女性医師    －    －    －    １人    ２人   １人 

○医師確保の取り組み 

 平成１９年度～ 

・短時間正規雇用等弾力的な勤務形態の導入 

 子育て中の女性医師が就職できる育児期間中(小学校就学まで)の週３日ないし４日

勤務できる任期付短時間勤務職員制度を導入 

・外勤当直(非常勤医師)の採用による正規雇用医師の当直回数の減 

 労働環境の改善を図る取り組みとして、正規雇用医師の当直回数の減を図るため、

非常勤医師を雇用して正規雇用医師の負担軽減を実施また、育児期間中(小学校就

学まで)の任期付短時間勤務職員は当直勤務を免除 

 平成２０年度～ 

・短時間正規雇用等弾力的な勤務形態の導入 

在職中の職員のために育児短時間勤務制度を導入 

・２４時間保育の導入 

 院内託児施設(定員75名)を平成20年12月から２４時間保育を導入 

 平成２１年度～ 

・勤務手当等の処遇改善 

 救急勤務従事に対する手当、管理職の緊急呼出に対する手当、産婦人科医の分娩

業務に従事する手当など勤務実績を評価する手当を導入 

・看護師等との業務分担見直しによる業務負担軽減 

・医師事務補助者の配置 
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◎本調査の詳細な結果の公表について 
今後、基本情報データとの関連を含めた地域における医師確保に関わる情報 

        ①病床規模別の必要医師数 

        ②都道府県、二次医療圏ごとの人口１０万人当たりの必要医師数 

        ③求人理由等の地域ごとの傾向 等 

を分析し、年内を目途に詳細な調査結果を公表する予定。 
 

 その他の取り組み 

・産前産後８週間、産休の完全付与と子が３歳までの間の育児休業制度の実施 

○現在の求人状況 

 正規雇用の消化器内科医３名、神経内科医２名について、開業による退職や他病院への転

職等により求人している。 


